
 

愛知県環境基本計画（平成１４年９月策定）の目標の達成状況等 

１ 大気環境保全対策の推進   平成 17 年度主要事業（延べ 68 事業、決算見込額 57,425,815 千円） 

 

○ 目標 

 
２００５年度までに二酸化窒素
（ＮＯ２）、２０１０年度までに浮遊粒
子状物質（ＳＰＭ）に係る環境基準
の達成を目指します。 
 
 ２０１０年度までにエコカー大量普
及を目指します。（「あいち新世紀自
動車環境戦略」において具体的普
及台数（300 万台）を設定） 
 
 自動車交通に伴う騒音・振動の低
減、地球温暖化防止に努めます。 

 

■ 目標の状況 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る
環境基準達成状況       （単位　％）
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エコカー普及状況（単位　台）
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※ 軽自動車の低排出ガスかつ低燃費車の台数を推計値として含む。 

 なお、低排出ガス車認定制度は 2000 年度に創設された。 

・エコカーの導入を促進するため、低公害タイプのバス・貨物自動車や

超低ＰＭ車（平成 17 年度規制適合車）を導入する事業者に対して補
助を行いました。 

・電車・バスと自家用車を組み合わせて利用し、大気汚染や渋滞の改善

を図るパークアンドライドを推進するため、東部丘陵線沿線におい

て、公共用地を活用した社会実験を実施したほか、本格実施に向け準

備を進めました。 
・愛知環状鉄道沿線地域で進められるＴＤＭ（交通需要マネジメント）

施策により、利用が増大する区間（新豊田～三河豊田）の輸送力を強

化するため、部分的複線化を推進しました。 
・万博シャトルバス各車両の運行状況（走行位置、所要時間など）を把

握できるシステム（ＭＯＣＳ）を運用し、今後の円滑な運行に役立て

ました。 
・環境と交通に関する世界会議 IN 愛知（８／１～５）を環境省などと
共に主催するとともにシンポジウムの１つを主宰し、「あいち新世紀

自動車環境戦略」の取組を国内外に発信しました。 

※ エコカーの種類 
電気自動車、天然ガス自動車、メタ

ノール自動車、ハイブリッド自動

車、LPG貨物自動車、低排出ガス認
定車かつ低燃費車、燃料電池車 

● 進捗状況の評価と今年度の対応  

 道路沿いを中心として、ＮＯ２及びＳＰＭの環境基準が一部の大気汚染測定局で達成されていません。また、一部の幹線道路沿いの地域において、交通騒音問題が顕在化しています。 

 平成 18 年度においては、自動車ＮＯＸ・ＰＭ法に基づく総量削減計画と「あいち新世紀自動車環境戦略」により、総合的な自動車環境対策を推進するほか、沿道環境の改善を図るため、関係機関

が一致協力し、低公害車の積極的な導入など各種対策を総合的に推進します。また、18 年 3 月に策定した「愛知県窒素酸化物及び粒子状物質総合対策推進要綱」により、ＮＯＸ・ＰＭに関する総合

的な対策を推進します。 

 
２ 資源循環と廃棄物適正処理の推進  平成 17 年度主要事業（延べ 68 事業、決算見込額 1,392,252 千円） 

■ 目標の状況 

一般廃棄物最終処分量の推移
（単位：万ｔ/年、（　）内は99年度比）
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産業廃棄物最終処分量の推移
（単位：万ｔ、（　）内は99年度比）
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 ・「あいちエコタウンプラン」(平成 16年度策定・平成 17年度改訂)に基づき、未
利用の廃棄物を資源として有効活用するリサイクル産業など愛知の「モノづく

り」の強みを活かした循環ビジネスの創出・育成を図るため、「循環ビジネス創

出会議」を開催しました。 
 ・循環ビジネスの効果予測を行う物質フローのシミュレーションや、企業・ＮＰ

Ｏ・自治体の取組、リサイクル産業などを紹介する、資源循環に関する情報の

ポータルサイト「資源循環情報システム」を構築しました。 
 ・産業廃棄物税の導入に向けて制度の周知徹底、普及啓発を図るため、説明会の

開催、小冊子、ポスター、ホームページ等を作成しました。 

 

○ 目標 

 
ア 資源循環の推進 
・ 資源投入、生産、流通、消費、
廃棄という物質フローの各断面
において発生抑制 （リデュー
ス）・再使用（リユース）・再利用
（リサイクル）の取組を進め、環
境負荷の小さい循環型社会の
形成を目指します。 
 

イ 廃棄物適正処理の推進 
・ ２００６年度における最終処分
量を現状（１９９９年度）に対し
て、一般廃棄物は ３３％、産
業廃棄物は２６％削減します。 
・ ２０１０年度における廃棄物
（一般廃棄物及び産業廃棄物）
の最終処分量を現状（１９９９
年度）に対して４０％削減を目
指します。 

● 進捗状況の評価と今年度の対応 

最終処分量の削減状況については、2006 年度における目標を概ね達成しつつあります。引き続き、目標の達成

に向け、平成 14 年度に策定した「愛知県廃棄物処理計画」等に基づき、廃棄物の最終処分量の更なる削減を図り

ます。 

また、「あいちエコタウンプラン」(平成 16 年度策定・平成 17 年度改訂)を推進するため、県民・事業者・行政

が一体となって３Ｒを進めるとともに、産学行政が連携して、循環ビジネスの創出・振興を図り、効果的・先導的

なリサイクル施設の整備を促進することによって、環境と経済が好循環するモノづくり県を目指します。 

□ 関連指標 

 ごみリサイクル率 
96 年度 97 年度 98 年度 99 年度 00 年度 01 年度 02 年度 03 年度 04 年度

11.9％ 12.4％ 12.6％ 14.2％ 17.4％ 19.2％ 19.4％ 20.3％ 21.1％ 

  

※ 2001～03 年度の数値は、多量排出事業者からの 

処理状況報告等に基づく推計値 

（▲33％） 

（▲40％） 

（目標値） 

（▲25.9%） 

（▲40％） 

（▲14.1%） 
（▲19.4%） 

（▲5.8%） （▲32.7％） 

（▲29.1％） 

（▲25.5％） 
（▲20.0％） 

（▲10.9％） 
（目標値） 

（▲26%） 



 

３ 地球温暖化・オゾン層保護対策の推進  平成 17 年度主要事業（延べ 68 事業、決算見込額 11,490,828 千円） 

・17年 1月に策定した「あいち地球温暖化防止戦略」に基づき、市町村と協調し
て、太陽光発電システム等の新エネルギー施設を導入する県民に対し、補助を

実施しました。 
・愛知県庁の率先した地球温暖化対策として、県庁西庁舎に出力 1０キロワット
の太陽光発電施設を設置しました。 
・民間企業のノウハウを活用して省エネに取り組む「ＥＳＣＯ事業」の県有施設

への導入に向けて調査を行いました。 
・菜の花など農産物資源を、食用油・クルマの燃料等に活用するほか、その副産

物を肥料等に再利用する「菜の花エコプロジェクト」を支援し、地域の足元か

らの地球温暖化対策を促進しました。 
・愛知万博の会場における木材の活用事例をとりまとめて情報発信することによ

り、県産材利用の普及啓発を図りました。 

■ 目標の状況 

温室効果ガス排出量の推移（単位：千ｔ－ＣＯ２）
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○ 目標 

 
２０１０年度における県内から 
排出される温室効果ガス排出量
を１９９０年度レベル(※)から６％
削減することを目指します。 
※ 温室効果ガスのうちＨＦＣ、

ＰＦＣ及びＳＦ６については、

１９９５年度の排出量 

 

オゾン層破壊物質でもあるフロン
ガスについて、その回収、再利用
及び破壊の推進を図ります。 

 

● 進捗状況の評価と今年度の対応  

温室効果ガスの総排出量は 1997 年度以降増加が抑制されていましたが、近年再び増加傾向にあります。目標の

達成に向け、平成 16 年度に策定した「あいち地球温暖化防止戦略」に基づき、総排出量の約 90％を占めるエネル

ギー起源 CO2 を中心に、部門ごとにそれぞれの特性を踏まえた各種対策を進めます。 

□ 関連指標 

  県内需要電力量（百万 kwh） 
年度 96 年度 97 年度 98 年度 99 年度 00 年度

電力 43,354 43,513 43,096 43,182 43,937

年度 01 年度 02 年度 03 年度 04 年度  

電力 42,929 43,491 43,152 44,639 

 
４ 水循環・地盤環境対策の推進  平成 17 年度主要事業（延べ 88 事業、決算見込額 42,174,968 千円） 

・健全な水循環の再生による水循環の総合的な改善を図るため、あいち水循環再生

検討会を中心として検討を行うとともに、県民アンケート、県民ヒアリングを行

い、「あいち水循環再生基本構想」をとりまとめました。 
・生活排水の浄化を図るため、矢作川を始め 11 の流域において、流域下水道事業
を推進しました。 

・三河湾の環境再生・改善を図るため、鉄鋼スラグと三河湾の浚渫土砂の混合砂を

活用した干潟造成に向けた実証事業に取り組みました。 
・森林･農地が有する水源かん養機能の維持・向上を図るため、間伐の促進、ため

池、排水機場等の整備等を推進しました。 

■ 目標の状況 

ＣＯＤ等負荷量の削減状況
（単位：ｔ/日）
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◇ 地下水環境基準の達成状況 
2005 年度においては、127 地点で調査を実施
し、自然汚染を除き 116 地点で環境基準を達
成しました。 

 

水質環境基準の達成状況
（単位　％）
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□ 関連指標 
  県内の汚水処理人口普及率の推移（％） 

年度 96 年度 97 年度 98 年度 99 年度 00 年度

汚水処理人口普及率 58.5 60.8 62.5 64.9 67.7 

年度 01 年度 02 年度 03 年度 04 年度 05 年度

汚水処理人口普及率 69.8 72.0 74.0 75.4 77.8  

 

○ 目標 

 
ア 健全な水循環による伊勢湾の浄 
化 

 ・  ２００４年度を目途に、ＣＯＤ負
荷量を１１０ｔ／日、窒素含有量
負荷量を７３ｔ／日、りん含有量
負荷量を７．６ｔ／日に削減しま
す。 

 
・  全ての水質調査地点におい
て、水質環境基準の達成・維持
を目指して、２０１０年度までに
（基本計画短中期的政策プログ
ラムに記載する）施策を推進しま
す。 

 
イ 健全な土壌・地下水の保全 
 ・  地下水質測定計画による地下水

の監視調査対象井戸について、
自然汚染を除き、地下水環境基
準の達成・維持を目指して（基本
計画短中期的政策プログラムに
記載する）施策を推進します。 

 
・  土地利用の変化など調査の必要
性に応じ、土壌汚染調査を指導
するとともに、リスク低減措置及
び二次汚染防止を促進します。 

● 進捗状況の評価と今年度の対応  

平成 14 年 7 月に策定した第 5次水質総量削減計画に基づく各種対策の実施により、伊勢湾・三河湾に流入する負荷量の削減を推進していますが、水質環境基準の達成状況については、全体に横ば

いで推移しています。そのため、引き続き各種対策の着実な推進に努めるとともに、負荷量の一層の削減に向け、第 6次水質総量削減計画を策定します。 

土壌・地下水の汚染対策については、「県民の生活環境の保全等に関する条例」に基づいて平成 15 年度に策定した「土壌汚染等対策指針」に基づき、事業者や土地改変者を指導しました。引き続

き土壌・地下水の汚染の未然防止や対策の実施を図ります。 

（目標値） 

（▲6％） 

（目標値） 

 
基準 
年度値 



 

  

５ 化学物質に係る環境リスク対策の推進  平成 17 年度主要事業（延べ 40 事業、決算見込額 214,155 千円） 

□ 関連指標（ＰＲＴＲ法による集計結果：16年度） 

 
・ＰＲＴＲ法（化学物質排出把握管理促進法）に基づく化学物質の排出量の集計・公表に加え、17 年度からは
「県民の生活環境の保全等に関する条例」に基づく化学物質の取扱量の集計・公表を行いました。 

・化学物質による環境リスクに関する正確な情報を市民、事業者、行政等すべての者が共有しつつ、意思疎通を

図る「リスクコミュニケーション」を推進しました。 
・住宅建材・塗料などに含まれる化学物質による室内空気汚染（シックハウス）対策を推進しました。 

 

○ 目標 

 

化学物質の排出量・移動量の継

続的な削減を目指します。 

 
● 進捗状況の評価と今年度の対応  

事業者から届出された化学物質の排出量、移動量、取扱量の集計・公表を行うとともに、事業者による化学物質の適正な管

理が促進されるよう、専門研修会の開催、リスクコミュニケーションの実施、ホームページによる情報の発信などを行いまし

た。平成 18 年度は、引き続き専門研修会の開催など、事業者による化学物質の適正な管理を促進する取組を実施します。 

〔ＰＲＴＲ法による集計結果：16 年度〕 

  排出量上位：①トルエン 9,900 トン/年、②キシレン 6,300 トン/年

  （物質別） ③エチルベンゼン 1,900 トン/年 

 
６ 生物多様性の保全 

■ 目標の状況 

                

県自然環境保全地域の面積  （単位：ｈａ）

261.08

133.23
126.5

127.73
127.73

127.73
127.73

127.73
133.23

0

50

100

150

200

250

300

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

県内自然公園面積 （単位　ｈａ）

88,839
88,839

88,780

89,812

89,812

89,784

89,784

89,784

90,151

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

 

平成 17 年度主要事業 

（延べ 47 事業、決算見込額 3,429,298 千円） 

・瀬戸市の海上の森の西部(127.85ｈａ)を自然環境保全地域として指定
しました。 

・アカウミガメの保護のため、その産卵地である渥美半島表浜海岸一帯

について、自然公園法に基づく車両等の乗り入れ規制を実施しまし

た。 
・里山活動に取り組んでいる団体、県民、事業者等の参加によるワーク

ショップを開催し、取組成果の情報交換及び今後の里山活動のあり方

について検討を行いました。 
・湿地、湿原の生態系保全の考え方を策定するため、現地調査、既存文

献調査を行い生態系保全のあり方を整理しました。 
・海上の森の将来にわたる保全と活用を図るため、県民参加による森づ

くりや里づくり、自然環境情報の整理等を進めました。 
・愛知万博・瀬戸愛知県館では、自然や生き物の姿を驚きの臨場感で表

現するシアターや、ライブラリー空間での県内の絶滅危惧種の紹介等

を通じて、生物多様性の重要性をＰＲしました。 

 

○ 目標 

 
・ 現存する動植物種の維持に努
めます。 

・ 自然環境保全地域、自然公園
区域、鳥獣保護区の維持・拡
充を図ります。 

 

● 進捗状況の評価と今年度の対応 

 自然環境保全地域や自然公園の適正な維持管理を図るとともに、新たに海上の森自然環境保全地域の指定、アカウミガメの保護のための車両等乗り入れ規制、湿地・湿原の生態系保全のあり方の検

討を行いました。平成 18 年度は、海上の森自然環境保全地域の巡視歩道等を整備するとともに、森林や里山に関する学習と交流拠点として「あいち海上の森センター」を開所します。また、アカウミ

ガメの保護を呼びかけるイベントの開催、最新の情報に基づくレッドリストの見直しのための調査検討、湿地・湿原における生態系の保全の考え方の策定等を行います。 

 
７ 環境コミュニケーションの推進  平成 17 年度主要事業（延べ 42 事業、決算見込額 290,566 千円） 

□ 関連指標  こどもエコクラブ会員数 
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・17 年 1 月に策定した「愛知県環境学習基本方針」に基づき、県民や事業者、ＮＰＯ等と

の連携を図るため、あいち環境学習推進協議会を設置するとともに、環境学習プログラ

ムを開発しました。 

・世界各国の子どもが集い、取組事例の発表や万博参加、ワークショップ等を行う「こど

も環境サミット 2005」を、7 月にアジア地域で初めて豊橋市・豊田市及び万博会場で開

催しました。 

・大学サークルが実施する子どもたちへの環境学習活動を支援することにより、大学生の

環境学習指導者としての能力の向上を図るとともに、子どもたちに環境学習の機会を提

供しました。 

・県立高校に環境関連学科、コース、系列を設置し、特色ある学校づくりの中で環境学習

の推進を図りました。 

 

○ 目標 

 
 各主体の環境意識の向上、各主
体の自主的取組の促進、各主体
間の相互理解の深化、信頼関係
の向上を図り、各主体間のパート
ナーシップを形成します。 

● 進捗状況の評価と今年度の対応 

愛知万博の開催を契機に各主体の環境意識の向上がみられます。平成 18 年度は、各主体間の連携をさらに進め、地域社会へ広めるため、環境ＮＰＯ等の交流の場の機能等を有する「あいち環境学習

大気への排出量 

22,000 トン／年

公共用水域への排出量

520 トン／年

廃棄物への移動量 

 16,000 トン／年 

県内の絶滅種及び絶滅

危惧種（2001 年時点） 

〔絶滅種〕 

植物種 39 種 

動物種 16 種 

〔絶滅危惧種〕 

植物種 445 種 

動物種 234 種 

出典 

「レッドデータブッ

クあいち  植物編

2001、動物編 2002」 



 

 プラザ(仮称)」の整備のほか、環境学習に関する情報交流会やこどもエコクラブの地域交流会の開催などを通じて、ネットワークづくりを図ります。 

 


